
２．個別事業の内容について 

（１）公益目的事業について                  （事業単位ごとに作成してください。） 

事業番号 事業の内容 
当該事業の事
業比率（％） 

公 1 出向・移籍等による事業主及びその従業員（※１）並びにその他求職者（※２）に対

する就労支援（相談、助言、斡旋、調査、資料収集、セミナー事業）  

※１ 従業員：原則として雇用保険の一般被保険者である労働者（パートタイム労働者、

派遣労働者などを含む）を対象 

※２ その他求職者：60 歳以上 70 歳以下の事業主経由でない個人の在職する求職者及

び離職した求職者 

82.5 

〔１〕事業の概要について（注１） 

（１）趣旨(目的)・まとめた理由 
     当センターは、昭和 62 年 3月に経済・産業団体、厚生労働省と密接な連携のもと、国の雇用セーフティネット

の一翼を担う機関として、“失業なき労働移動”（企業のグループ・系列外に及ぶ出向･移籍という新たな労働移動
のシステムで失業を経ることなく他の事業主に雇い入れられること）を実現するために設立された公益法人であ
り、現在では全国 47 都道府県事務所の全国ネットを通じて、事業主からの出向・移籍等による従業員（※1）並
びにその他求職者(※2)からの受入又は送出の仲介等の求めに応じ人材情報の収集・提供、相談、助言、斡旋等を
無料で実施しております。 

     当センターにおける出向・移籍等による労働移動の実現については、事業主側から見ると、送出企業において
は雇用調整の対象となる従業員の再就職支援について企業の負担がなく実施することができること、また、受入
企業においては企業が求める知識・技能を有する即戦力の人材を適確に確保することができることが、大きなメ
リットとなります。一方、求職者本人にとっても、在職者にあっては、失業することなく再就職等ができること、
離職者についても再就職先が確保できることにより、生活基盤の安定が図られるほか、自己の有する知識・技能
や経験を発揮可能な新たな職場を見つけることができる、特に出向においては、さらなる職業能力の向上や、企
業の枠組みを超えた人脈形成を図ることも期待でき、事業主・求職者双方にとって非常に有益なものとなります。 

     もって、勤労意欲のある者に対する就労の支援並びに失業の予防等雇用の安定の確保と産業経済の発展に資す
ることを目的としております。 

     ア～エの事業は、出向・移籍等による就労支援という共通の目的を達成する手段として位置付けられることか
ら一つにまとめました。 

    ※１ 従業員：原則として雇用保険の一般被保険者である労働者（パートタイム労働者、派遣労働者などを含む）
を対象と し、在籍中に支援登録を必要としている。 

    ※２ その他求職者：60 歳以上 70 歳以下の事業主経由でない個人の在職する求職者及び離職した求職者。 
（２）事業 
     事業主及びその従業員並びにその他求職者（事業主経由でない個人の在職する求職者及び離職した求職者）に

対して、出向・移籍等支援事業として次のとおり無料で実施する。 
 

［当センターと民間の職業紹介会社との違い］ 
１．目的の違い 

＊ 当センターの事業は、産業界が国の協力の下、自らが立ち上げ、産業界全体で失業の予防を図るため在職中の従
業員を中心とした無料の職業紹介事業であり、広く事業主及びその従業員並びに企業経由でない個人の在職する
求職者及び離職した求職者を対象として支援している。 
なお、賛助会員企業・協力企業等から人的・財政的負担の協力がある。 

＊ 民間の職業紹介会社は、国民の勤労権を守るために事業をやっているわけではなく、営利を生み出すことを目的
とした有料職業紹介事業者である。 

２．人材情報の中身の違い 
＊ 当センターの情報収集は、企業の人事担当責任者等から直接ヒアリングすることから、当該企業の求める人材情
報をきめ細かく的確に入手していること。 

＊ 求職情報は、主に雇用調整を予定している企業の従業員を対象としており、特に「出向」については、経営上の
機密情報に当たり企業間の契約に基づくため、人事担当責任者との直接面談による収集が不可欠であるが、当セ
ンターはこれを的確に行っているため、「出向」に関する情報が多い。 

３．提供するサービスの違い 
＊ 支援登録は、原則として企業の人事担当責任者を介したものであること。 
＊ 当センターの支援業務を担当するスタッフは、民間企業からの在籍出向者を配置していることから、各業界の職
務需要等に関する豊富な知識や経験を有し、求人･求職者と同じ目線での質の高いサービスが可能となっているこ
と。 

＊ 全都道府県に事務所を配置し、現地事情に明るい担当者を置いた全国ネットの情報交換と調整体制を敷き、全国
均一のサービスを提供していることから、地域を越えた移動の要望にも応える。 

＊ 単なる紹介業務だけでなく、再就職活動に向けての意識づけ、ガイダンス、求職者のこれまでのキャリアの棚卸
し、職務経歴書作成のアドバイス、面談時の立ち会い、出向契約書の作成支援など、幅広くカウンセリング等の
サポートを行っていること。 



ア 相談・斡旋事業 
＊ 出向・移籍等による労働力移動の相談（相談方法：企業訪問による相談、事務所に直接来所しての相談、電話相
談、相談会開催等）、斡旋等を行い、企業間の人材マッチング、従業員の再就職等を支援。 

＊ 広く雇用問題に関する相談及び必要な援助（援助内容：求人･求職情報に関する情報提供、採用時賃金等の労働
市場情報の提供、雇用関係助成金制度の周知及び支給申請手続きの支援、募集･採用に係る年齢制限の禁止等労働
関係法令の適用についての助言など。）。 

イ  情報収集事業 
  出向・移籍等の支援事業を達成するために次のとおり実施。 

ａ 人材情報（求人・求職情報）の収集・提供 
    全国地方事務所で企業訪問を行い、出向、移籍等による労働力移動の希望、受入れ可能の状況、企業が抱える

人材ニーズ等雇用に関する情報を把握し、求人・求職情報を収集する。収集した求人・求職情報については、支
援を希望する求人・求職者に対して情報提供を行い、相談・斡旋する。 
ｂ 雇用状況に関する諸調査の実施 

    各地域における雇用ニーズの把握のほか、労働市場情報等の雇用状況の諸調査、分析を行い、事業主、経済団
体、労働局、研究機関等に雇用に関する必要情報の提供を行うとともに、調査・分析結果を雇用相談に活かし、
労働移動の円滑化に役立てている。 

 
ウ セミナー事業 
  出向・移籍等支援事業を達成するため、相乗効果が期待できる事業として実施。 
  上記のような直接的な出向・移籍等の情報収集、相談、斡旋等の支援事業だけでなく、同事業の推進につながる又
は関連するテーマで、広く事業主及びその従業員を中心とした受講希望者にセミナーを実施。 

  具体的には、Sanko セミナーとして開催。このセミナー等は、従業員の再就職のための事前知識習得など労働移動
の円滑化、企業における人材の育成、的確な人事労務管理の推進等に資するものである。 

 ＊主な Sanko セミナー 
〇 再就職支援セミナー 
〇 キャリアデザインセミナー（年齢層に分け各段階に合った内容として実施） 
〇 人事労務管理セミナー（企業のニーズ、時宜のテーマなどを開催） 
〇 企業間交流セミナー 
  

 
エ  その他（認知度向上事業等） 
  当センターの社会的役割、事業内容を広く周知し、当センターに対する認識を深めてもらうとともに、当センター
の利用促進を図るため、広報誌の発行を中心に広く積極的な広報活動等を推進する。 

 
（３）事業実施のための財源 
  厚生労働省から労働者の失業の予防その他雇用の安定を図る目的で交付される産業雇用安定センター補助金収入
及び賛助会員会費、セミナー受講料等の自前収入を合わせたものである。 

  なお、広報誌の発行費用の財源は、賛助会員向けは賛助会費収入、その他の企業向け等は国からの補助金である。 
 

注１  事業の概要の欄では、事業の実施のための財源、必要となる財産を含めて記載してください。また、事業の重要な部分を委託して

いる場合には、その委託部分が分かるように記載してください。 



（本事業が不特定多数の者の利益の増進に寄与すると言える事実を記載してください(注１)。）

定款（法人の事業又は目的）上の根拠 定款第３条(目的)及び第４条(事業)第1号乃至第４号

（本事業が、左欄に記載した事業の種類に該当すると考える理由を記載してください。）

〔２〕事業の公益性について

事業の種類
（別表の号）

（１） 公益目的事業について （事業単位ごとに作成してください。）

２．個別の事業の内容について 

公

05

　広く事業主及びその従業員並びに事業主経由でない個人の在職する求職者及び離職した求職者に対して出向、移
籍等による労働力の移動に関し必要な情報の収集、提供及び相談並びに斡旋等を行い、もって勤労意欲のある者に
対する再就職の就労支援並びに失業の予防等雇用の安定の確保と産業経済の発展に寄与していること｡
　セミナーは、雇用調整を余儀なくされた従業員への早期再就職のための事前知識の習得などを支援するためのも
の、さらには人材教育的なものなど、労働移動の円滑化、企業における人材育成、的確な人事労務管理の推進等に資
するものであり、勤労意欲のある者に対する就労の支援に該当すると考えます。

事業番号

（左欄に表示されたチェックポイントに対して、でき
るだけ対応するように、どのように事業を行うのか

がわかるように記載してください。）

(5) 相
談、助
言

1.当該相談、助言が不特定多数の者の利益の増
進に寄与することを主たる目的として位置付け、
適当な方法で明らかにしているか。
2.当該相談、助言を利用できる機会が一般に開か
れているか。
3.当該相談、助言には専門家が適切に関与してい
るか。（例：助言者の資格要件を定めて公開してい
る）

＜ア　 相談・斡旋事業＞
1. 定款で当センターは、勤労意欲のある者に対す
る就労支援並びに失業の予防等雇用の安定の確
保と産業経済の発展に資することを目的とする旨
を謳い、事業主、求職者等に出向、移籍等による
労働力移動に関する情報の提供及び相談並びに
斡旋等を行うこととしている。
　企業訪問時は勿論、ホームページ、月刊誌“か
けはし”、広報用パンフレットのほか雑誌、機関紙
を利用して周知している。

2. 人材情報は､企業訪問時､相談来所企業・経営
者協会等経済団体・ハローワーク・賛助会員・各
地で開催する出向等説明会・マスメディアなど多
様な入手経路により収集し、受入又は送出を希望
する企業の条件に最適と思われる人材情報を､双
方(求人・求職者)に速やかに提供している。
　これらの人材情報は、当センターを介して人材
の受入又は送出を希望する企業及び求職者であ
れば、無料で登録し、利用することができる。また､
企業の了承を得られた人材情報はインターネット
上で公開している｡
　なお、人材の受入又は送出を希望する企業から
相談があれば、全国地方事務所の職員が訪問す
るなどしてアドバイスを行うなど､きめ細かく相談に
応じている｡

3. 地方事務所の本件担当職員は、労働行政経験
者及び企業からの出向者であり、無料職業紹介
事業の許可取得の前提となる職業紹介責任者を
全国地方事務所に配置するとともに、一部事務所
には専門のキャリアコンサルタントの資格保有者
等も配置している。
（本件担当職員として採用する者は、その資質等
を面接し、採用後は専門家による新任者業務研
修会を開催し、相談対応、支援の基礎･専門知識
を習得させている）

1

 （下欄事業区分欄から、法人の事業に該当の区分を選択してくだ
さい。事業区分ごとのチェックポイントがその横に表示されます。
該当する事業区分がないと考える場合には、最後の(18)「上記事
業区分に該当しない場合」を選択してください。）

区分ごとのチェックポイント

チェックポイントに該当する旨の説明

その他説明事項
事業
区分



(5) 相
談、助
言

1.当該相談、助言が不特定多数の者の利益の増
進に寄与することを主たる目的として位置付け、
適当な方法で明らかにしているか。
2.当該相談、助言を利用できる機会が一般に開か
れているか。
3.当該相談、助言には専門家が適切に関与してい
るか。（例：助言者の資格要件を定めて公開してい
る）

＜イ　 情報収集事業＞
ａ　人材情報（求人・求職情報）の収集・提供

1. 定款で当センターは、勤労意欲のある者に対す
る就労支援並びに失業の予防等雇用の安定の確
保と産業経済の発展に資することを目的とする旨
を謳い、事業主及びその従業員並びにその他求
職者に出向、移籍等による労働力移動に関する
情報の提供及び相談並びに斡旋等を行うこととし
ている。
　企業訪問時は勿論、ホームページ、月刊誌“か
けはし”、広報用パンフレットのほか雑誌、機関紙
を利用して周知している。

2. 人材情報は､企業訪問時､相談来所企業・経営
者協会等経済団体・ハローワーク・賛助会員・各
地で開催する出向等説明会・マスメディアなど多
様な入手経路により収集し、受入又は送出を希望
する企業の条件に最適と思われる人材情報を､双
方(求人・求職者)に速やかに提供している。
　これらの人材情報は、当センターを介して人材
の受入又は送出を希望する企業及び求職者であ
れば、無料で登録し、利用することができる。また､
企業の了承を得られた人材情報はインターネット
上で公開している｡

3. 地方事務所の本件担当職員は、労働行政経験
者及び企業からの出向者であり、無料職業紹介
事業の許可取得の前提となる職業紹介責任者を
全国地方事務所に配置するとともに、一部事務所
には専門のキャリアコンサルタントの資格保有者
等も配置している。
（本件担当職員として採用する者は、その資質等
を面接し、採用後は専門家による新任者業務研
修会を開催し、相談対応、支援の基礎･専門知識
を習得させている）
　なお、法律問題に関しては、必要に応じて弁護
士のアドバイスをもらっている。

(6) 調
査、資
料収集

1.当該調査、資料収集が不特定多数の者の利益
の増進に寄与することを主たる目的として位置付
け、適当な方法で明らかにしているか。
2.当該調査、資料収集の名称や結果を公表してい
なかったり、内容についての外部からの問合せに
答えないということはないか。
（注）ただし、受託の場合、個人情報保護、機密性
その他の委託元のやむを得ない理由で公表でき
ない場合があり、この場合は、当該理由の合理性
について個別にその妥当性を判断する。
3.当該調査、資料収集に専門家が適切に関与して
いるか。
4.当該法人が外部に委託する場合、そのすべてを
他者に行わせること（いわゆる丸投げ）はないか。

＜イ　情報収集事業＞
ｂ　雇用状況に関する諸調査の実施

1. 定款で当センターは、勤労意欲のある者に対す
る就労支援並びに失業の予防等雇用の安定の確
保と産業経済の発展に資することを目的とする旨
を謳い、本事業を行うこととしている。
　企業訪問時は勿論、ホームページ、月刊誌“か
けはし” 、広報用パンフレットのほか雑誌、機関紙
を利用して周知している。

2. 当該調査、資料収集の結果については、月刊
誌“かけはし”やインターネットを通じて、公表可能
な範囲でその概要等を公開している。
　また、調査の内容等に関する外部からの問い合
わせについては、電話、ＦＡＸ、メール等を通じて
受け付け、公表可能な範囲において、担当職員が
適宜問い合わせに応じている。

3. 出向･移籍等支援業務の出向･移籍等の業務研
修を受けた担当職員が、上長の指導管理の下、
適切に調査、収集を行っている。

4.外部への委託業務では、仕様書に基づき、契約
後も随時打ち合わせを行うなど、受託者の業務を
適切に管理している。



1.事業目的（趣旨：不特定多数でない者の利益の
増進への寄与を主たる目的に掲げていないかを
確認する趣旨。）
2.事業の合目的性（趣旨：事業の内容や手段が事
業目的を実現するのに適切なものになっているか
を確認する趣旨。）
ア　受益の機会の公開（例 受益の機会が、一般
に開かれているか）
イ　事業の質を確保するための方策（例 専門家が
適切に関与しているか）
ウ　審査・選考の公正性の確保（例 当該事業が審
査・選考を伴う場合、審査・選考が公正に行われ
ることとなっているか）
エ　その他（例 公益目的として設定した事業目的
と異なり、業界団体の販売促進、共同宣伝になっ
ていないか）
（注）2.（事業の合目的性）ア～エは例示であり、事
業の特性に応じてそれぞれ事実認定上の軽重に
は差がある。

＜エ　その他(認知度向上事業等)＞
1. 定款で勤労意欲のある者に対する就労支援並
びに失業予防等雇用の安定の確保に資すること
を目的とする旨を謳い、事業目的をホームページ
で公表している。

2.

ア　当センター及び出向・移籍等支援事業、雇用
問題等について広く理解を深め“失業なき労働移
動”の実現を図る一助として、出向・移籍等の専門
誌と位置づけた月刊広報誌を発行し、訪問先企
業、賛助会員、関係先団体のほか、希望者に対し
て配布している。

イ　掲載内容は、学識経験者、労働問題に詳しい
弁護士、社会保険労務士等の専門家に執筆依頼
するなど、質の確保を図っている。

ウ　該当しない。

エ　該当しない。

(18) 上
記の事
業区分
に該当
しない
場合

(3) 講
座、セ
ミ
ナー、
育成

1.当該講座、セミナー、育成（以下「講座等」）が不
特定多数の者の利益の増進に寄与することを主
たる目的として位置付け、適当な方法で明らかに
しているか。
2.当該講座等を受講する機会が、一般に開かれて
いるか。
（注）ただし、高度な専門的知識・技能等を育成す
るような講座等の場合、質を確保するため、レベ
ル・性格等に応じた合理的な参加の要件を定める
ことは可。
3.当該講座等及び専門的知識・技能等の確認行
為（受講者が一定のレベルに達したかについて必
要に応じて行う行為）に当たって、専門家が適切
に関与しているか。
（注）専門的知識の普及を行うためのセミナー、シ
ンポジウムの場合には、確認行為については問
わない。
4.講師等に対して過大な報酬が支払われることに
なっていないか。

＜ウ　セミナー事業＞

1. 定款で勤労意欲のある者に対する就労支援並
びに失業予防等雇用の安定の確保に資すること
を目的とする旨を謳い、その一環として本セミナー
事業を実施している。
　企業訪問時は勿論、ホームページ、月刊誌“か
けはし”、広報用パンフレット等を利用してセミナー
開催日時、テーマ、講師名等を適宜に周知してい
る。

2. 事業主及びその在職者を中心に開催案内して
おり、広く受講希望者を募っている。
　なお、センターの賛助会員に対しては、センター
主催セミナーについて会員価格(通常価格の概ね
70％)で受講できることとしている。

3. 地方事務所が行うセミナーについて、本部業務
推進課に配置する専門家が企画･立案から実施ま
で管理、指導を行っている。また、セミナー修了後
は、アンケート調査を行い、修得度を確認するなど
している。この結果については、その後のセミナー
開催に活かしている。
　なお、セミナーの講師は、外部（弁護士、社会保
険労務士等）との連携、自前講師の育成により、
講師陣の充実、強化を図っている。

4. 適正な報酬の支払いとなっている。（当該講座
の内容及び講師により概ね5万円から10万円の範
囲で報酬を支払っており、適正な水準となってい
る。）



　「公益認定等に関する運用について（公益認定等ガイドライン）」における「【参考】公益目的事業のチェックポイントについて」
を参考に記載してください。

　記載した許認可等を得ている場合には、許認可等の写しを、現在申請中の場合には、当該許認可等の申請書を添付してくだ
さい。また、「許認可等行政機関」は課名等まで記載してください。

注１

注２

 許認可等の名称  根拠法令  許認可等行政機関 

無料職業紹介事業許可 職業安定法第３３条第１項

主たる事務所の所在地を管轄する都道府県
労働局（東京労働局需給調整事業部需給調
整事業第一課）を経由して厚生労働大臣に
提出

〔３〕本事業を反復継続して行うのに最低限必要となる許認可等について（注２）
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